
別記様式第 2 号 別添 

浜の活力再生プラン 
（第２期） 

 

１ 地域水産業再生委員会  ID：1101050 

 

再生委員会の構成員 島牧漁業協同組合、島牧村 

オブザーバー 北海道後志総合振興局 

 

対象となる地域の範囲及び

漁業の種類 

・地域の範囲 北海道島牧郡島牧村一円 

・漁業種類  えびかご漁業  ４経営体 

定置漁業    ８経営体 

刺し網漁業  ２７経営体 

タコ漁業   ３９経営体 

いかなご漁業 ３５経営体 

浅海漁業   ６８経営体 

その他兼業 

(いかつり、つぶかご、一本釣り等 ４４経営体) 

・漁業者数  正組合員 ９８名(うち、１７名は従事組合員) 

 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

当島牧地区水産業再生委員会が所管する島牧村は、北海道南西部、日本海に面した後志管内の

南端に位置した人口約 15 百人の村で、人口の約 2 割が漁業に携わる漁村地域であり、主要漁業

は、えびかご漁業、定置漁業、刺し網漁業、タコ漁業、いかなご漁業、浅海漁業である。 

生産量については、第１期浜プランの基準となった平成 21 年以降大幅な増減は見られないも

のの、近年のサケ・マス来遊量の低水準化を始めとする水産資源の減少により、組合総取扱数量

は、平成 20 年の 4,400 トンをピークに減少傾向にある。 

生産金額についても、国内景気の低迷や国民の魚離れ等による魚価安の影響から、平成 18 年

の 1,022 百万円をピークに減少傾向にある。 

こうした状況下で漁業経営においても、原油取引価格の高騰による漁業用燃料や漁業資材など

の漁業経費が嵩み、漁業者を取り巻く環境は厳しさを増してきている。 

また、漁業者の高齢化が進み、地域漁業の担い手が不足しており、基幹産業である漁業の衰退

が、地域の経済へ影響を及ぼしている。 

組織名 島牧地域水産業再生委員会 

代表者名 会長 野上 儀廣 



（２）その他の関連する現状等

当地域には、小規模な水産加工業者が 5 軒しか存在しておらず、その内 3 軒は法人化していな

い家族経営の経営体である。

地産魚介類の水揚げが水産資源の減少により不安定であることと人手不足から、経営規模の拡

大や新規水産加工業者の起業が進まない状況にある。

３ 活性化の取組方針

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等

（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

 島牧地域の漁業を更に活性化させるためには、第１期浜プランに基づく取り組みの継続・拡充

を基本とした上で、更なる魚価の付加価値向上や経費節減の取り組みを行い、漁業者が主体とな

り、島牧村との連携のもと、漁村地域発展のため、次の活動に取り組む。

１．水産資源の増大と未利用資源の有効活用

ア) (社)日本海さけます増殖事業協会と連携したサケ稚魚の放流(継続)・サクラマス稚魚の

放流数増大(拡充)

イ) 後志南部地域ニシン資源対策協議会と連携したニシン稚魚の放流(継続)



  ウ) 北海道栽培漁業振興公社と連携したヒラメ稚魚の放流(継続) 

  エ) ナマコ浮遊幼生生産、放流(継続)・人工種苗生産・放流(拡充) 

  オ) マゾイ人工種苗生産・放流(継続) 

  カ) キタムラサキウニ未利用資源の有効活用(継続) 

  キ) カナガシラ・ゴマモンケ等未利用資源の有効活用(新規) 

 

２．付加価値向上と販路拡大 

  ク) ヒラメの活〆や神経〆による鮮度保持・品質保持(継続) 

  ケ) 海水冷却装置を利用したエビの鮮度保持・品質保持(継続) 

  コ) タコ全量活出荷による魚価向上(継続) 

  サ) ナマコの再放流による品質向上(継続) 

  シ) 消費地でのＰＲ活動や地元での魚食普及活動(継続) 

  ス) 生食用イカナゴによる付加価値向上(新規) 

 

３．経費削減と経営改善、後継者対策等 

  セ) 減速航行等による省燃油活動の実施(継続) 

  ソ) 漁船エンジンの省エネ型機器への換装や老朽化した漁船の更新(継続) 

  タ) 海獣の駆除や追い払いの強化、来遊情報の把握と適切な情報提供等による漁獲ロスの

低減、漁具・漁網阻害の低減(継続) 

  チ) かご漁業における安価な餌の利用(新規) 

  ツ) いかなご漁業における魚群探査作業の持ち回りによる燃油使用量の削減(新規) 

  テ) 有害生物の被害対策としての強化刺し網導入試験の実施(継続) 

  ト) 職場体験学習の受け入れや村助成金活用による後継者等の育成(継続) 

  ナ) 漁業経営体の生産性向上の為の機器等導入に対する村助成金の活用(新規) 

  ニ) 漁港の機能を回復し、安全で効率的な操業の実現(継続) 

 

 

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置 

・北海道資源管理指針に基づく組合の資源管理計画 

・共同漁業権における規制、制限措置の設定 

・北海道海域スケトウダラ資源管理協定の締結 

・北海道海域マガレイ、ソウハチ資源管理協定の締結 

・北海道日本海海域ヒラメ資源管理協定の締結 

・北海道の海洋生物資源の保存及び管理に関する計画 

 

 



（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載） 

 １年目（平成 31 年度）  所得 2.3％向上 

漁業収入向上の

ための取組 

○ 刺網漁業 27 経営体、定置漁業 8 経営体、島牧漁協は第１期浜プランの取

り組みにより、北海道に対して周辺海域への魚礁等の整備促進を要請する

とともに、北海道栽培漁業振興公社、後志南部地域ニシン資源対策協議会、

日本海さけます増殖事業協会と連携して、ヒラメ・ニシン・マゾイ・サケ・

サクラマスの稚魚放流を行ってきたが、今後さらに放流効果を高めるため

本取り組みを継続する。(継続) 

  中でも、サクラマスについては、これまで池産系の産卵親魚(陸上飼育で

育てた親魚)から確保した稚魚を用いての放流から、遡上系親魚(海で回遊の

後、河川を遡上してきた親魚)から稚魚・幼魚を生産・放流し、回帰率の向

上を図ってきたが、親魚捕獲数の不振から計画放流尾数に達してしないこ

とから、今後は放流数の増大を図る。(拡充) 

  また、天然魚の自然再生産を促すため、関係する全経営体と漁協は、河

川管理者に対して魚道の改良等について要請した結果、一部河川でのダム

のスリット化等は実施されてきたが、まだ多くの河川工作物について改良

が必要であることから、引き続き要請を行うとともに、自らも魚道の見回

りや清掃、河畔への植樹等に取り組む。(継続) 

 

○ さらに島牧漁協は、買受業者を通じた消費地側からの鮮度保持、品質向

上への要望を踏まえて、ヒラメを対象に活〆や神経〆の取組を進めるべく

関係する経営体(漁業者)を対象とした活〆等講習会を開催し技術普及に努

める他、関係する経営体においても品質管理の向上を図るため、低温保管

施設を活用し水揚後出荷までの低温管理(10℃以下)を徹底するなど、高鮮度

での保持対策に取り組んできたが、活〆作業に手が回らない経営体や品質

にムラがあるなどの課題あることから、本取り組みを継続する(継続)ととも

に、現在、未利用となっている(カナガシラ・ゴマモンケ)を地元加工業者と

連携して加工原料としての利用を検討する。(新規) 

 

○ えびかご漁業４経営体は、第１期浜プランの取り組みにより、エビの色

合いなどに配慮した鮮度保持・品質向上に努めるべく、自ら出荷方法の統

一ルール(船上での搬送には海水冷却装置を活用して、海水を△1℃前後とし

て温度管理を厳格に行う)を定め、これを実践してきたとこであるが、今後

消費地側へのＰＲ等を強化し更なる信頼性向上に努める。(継続) 

 

○ 浅海漁業 68 経営体と島牧漁協は、第１期浜プランで取得したナマコ浮遊



幼生の生産と人工種苗生産技術を活用し、島牧村が所有する種苗生産施設

を利用し、地区内においてナマコ人工種苗を生産・放流することにより、

放流数の増加及び漁獲の増大を図る。(拡充) 

  また、第１期浜プランの取り組みにより、傷ナマコを一度海中に放流し

健全な状態で再度漁獲することで適正な資源利用と出荷時の品質向上の取

り組みを継続する。(継続) 

  さらに、海藻が繁茂しない 5m 以深の水深帯に発生・生息する未利用のキ

タムラサキウニを、餌料の豊富な別の場所へ移植する取り組みについては、

移植密度の不適により身入りが進まなかったことから、水産指導所の指導

を受けながら適正な移植密度管理に努めながら、本取り組みを継続し漁業

資源として有効利用を図る。(継続) 

 

○ いかなご漁業者 35 経営体と島牧漁協は、現在佃煮・煮干しの原料となっ

ているイカナゴについて、操業時にクーラーボックスと保冷剤を携帯し水

揚げ直後から鮮度保持を行うことにより、一部生食向け販売を検討する。(新

規) 

 

○ 第１期浜プランの取り組みにより、タコ漁業 39 経営体と島牧漁協は、操

業から荷受け・畜養・搬出に至る過程での統一ルールを定め、必要な施設

整備に取り組みつつ漁獲物の全量活出荷による魚価の向上を目指してきた

が、大漁時や荒天時においては、全量活出荷に至っていないため、統一ル

ールの見直しを行いながら、全量活出荷に向け本取り組みを継続する。(継

続) 

 

○ 全経営体、島牧漁協、島牧村は島牧商工会と連携し、札幌市で開催され

るオータムフェスタに参加し、消費地ニーズの把握に努めつつ、販売戦略

を定め新たな販路拡大に取組む。(継続) 

 

○ 全経営体、島牧漁協、島牧村は、地域の中学校が実施する職場体験学習

に協力して、漁業体験希望者を積極的に受け入れ、地域水産業への理解を

深めてもらう取り組みを行うことで、次世代の漁業の担い手づくりを図る。

(継続) 

  また島牧村は、第１期浜プランの取り組みにより漁業後継者及び新規就

業者への支援を目的に「島牧村新規就業者等支援条例」を制定し、資格取

得・漁船取得・住宅取得等に対する助成を行ってきた(継続)ことに加え、新

たに「島牧村地域産業活性化支援補助金交付条例」を制定し、漁業経営体



の生産性の向上を図る取り組みに対し支援する。(新規) 

 

これらの取り組みにより、基準年に対し 0.3％の収入向上を目指す。 

 

漁業コスト削減

のための取組 

○ 第１期浜プランで全経営体が取り組んだ、1 ノット以上の減速航行をする

ことに加え、不要な漁具等を漁船に積載せずに漁船の負荷軽減を図り、燃

油消費量の低減の取り組みは、全体的なコスト削減に即効性のある取り組

みであることから、本取り組みを継続する。(継続) 

また、いかなご漁業 35 経営体は、更なる燃油消費量の削減を図る取組と

して、これまで各船で行っていた魚群探査作業を船団毎に持ち回りで行い

魚群情報の共有化を行い、燃油消費量の削減に取り組む。(新規) 

 

○ 全漁業者は、機関換装や漁船建造の際には省エネ機器を積極的に導入す

ることにより、燃油の節減に取り組む。(継続) 

 

○ えびかご漁業４経営体は、かご漁業に使用する餌料費を削減することを

目的に、近年高価格となっている、スケソウタラ・ホッケ・ニシン等の使

用を減らし、安価なサケ・サクラマス(採卵後魚体)の利用に向け検討する。

(新規) 

 

○ 島牧漁協、定置漁業８経営体、刺網漁業 27 経営体、タコ漁業 39 経営体

は、第１期浜プランで実施したトド等の海獣の駆除や追い払いの強化、沿

岸の水域監視によるトド等海生ほ乳類の出現動向の行動監視活動を行うこ

とで、海洋生物の保全と漁獲ロスの低減、漁具・漁網被害の低減の取り組

みを継続することにより、海獣による被害の増加を抑制する。(継続) 

 

○ 関係する経営体及び漁協は第１期浜プランで実施した、漁港の航路等の

土砂堆積による漁業作業の非効率化や波浪により航路及び港内の静穏性が

十分に保たれないための出港機会の見合わせ及び漁船の損傷等の発生を抑

制するため、防波堤の整備や港内・航路の浚渫を北海道へ要望するととも

に、経営体自らも潮位変化に影響されない効率的な操業体制を組むことで、

燃油の消費を抑え経費の節減に努める取り組みを継続する。(継続) 

 

これらの取り組みにより、基準年に対し 0.1％のコスト削減を目指す。 

 



活用する支援措

置等 

・島牧村産業振興対策事業(村) 

・島牧村後継者育成助成金(村) 

・島牧村地域産業活性化支援補助金(村) 

・漁業経営セーフティネット構築事業(国) 

・有害生物漁業被害防止総合対策事業(国) 

・水産多面的機能発揮対策事業(国) 

・水産業競争力強化緊急事業(国) 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業(国) 

・水産基盤整備事業(国) 

 

 

 ２年目（平成 32 年度）  所得 4.3％向上 

漁業収入向上の

ための取組 

○ 刺網漁業 27 経営体、定置漁業 8 経営体、島牧漁協は第１期浜プランの取

り組みにより、北海道に対して周辺海域への魚礁等の整備促進を要請する

とともに、北海道栽培漁業振興公社、後志南部地域ニシン資源対策協議会、

日本海さけます増殖事業協会と連携して、ヒラメ・ニシン・マゾイ・サケ・

サクラマスの稚魚放流を行ってきたが、今後さらに放流効果を高めるため

本取り組みを継続する。(継続) 

  中でも、サクラマスについては、これまで池産系の産卵親魚(陸上飼育で

育てた親魚)から確保した稚魚を用いての放流から、遡上系親魚(海で回遊の

後、河川を遡上してきた親魚)から稚魚・幼魚を生産・放流し、回帰率の向

上を図ってきたが、親魚捕獲数の不振から計画放流尾数に達してしないこ

とから、今後は放流数の増大を図る。(拡充) 

  また、天然魚の自然再生産を促すため、関係する全経営体と漁協は、河

川管理者に対して魚道の改良等について要請した結果、一部河川でのダム

のスリット化等は実施されてきたが、まだ多くの河川工作物について改良

が必要であることから、引き続き要請を行うとともに、自らも魚道の見回

りや清掃、河畔への植樹等に取り組む。(継続) 

 

○ さらに島牧漁協は、買受業者を通じた消費地側からの鮮度保持、品質向

上への要望を踏まえて、ヒラメを対象に活〆や神経〆の取組を進めるべく

関係する経営体(漁業者)を対象とした活〆等講習会を開催し技術普及に努

める他、関係する経営体においても品質管理の向上を図るため、低温保管

施設を活用し水揚後出荷までの低温管理(10℃以下)を徹底するなど、高鮮度

での保持対策に取り組んできたが、活〆作業に手が回らない経営体や品質

にムラがあるなどの課題あることから、本取り組みを継続する(継続)ととも



に、現在、未利用となっている(カナガシラ・ゴマモンケ)を地元加工業者と

連携して加工原料としての利用を検討する。(新規) 

 

○ えびかご漁業４経営体は、第１期浜プランの取り組みにより、エビの色

合いなどに配慮した鮮度保持・品質向上に努めるべく、自ら出荷方法の統

一ルール(船上での搬送には海水冷却装置を活用して、海水を△1℃前後とし

て温度管理を厳格に行う)を定め、これを実践してきたとこであるが、今後

消費地側へのＰＲ等を強化し更なる信頼性向上に努める。(継続) 

 

○ 浅海漁業 68 経営体と島牧漁協は、第１期浜プランで取得したナマコ浮遊

幼生の生産と人工種苗生産技術を活用し、島牧村が所有する種苗生産施設

を利用し、地区内においてナマコ人工種苗を生産・放流することにより、

放流数の増加及び漁獲の増大を図る。(拡充) 

  また、第１期浜プランの取り組みにより、傷ナマコを一度海中に放流し

健全な状態で再度漁獲することで適正な資源利用と出荷時の品質向上の取

り組みを継続する。(継続) 

  さらに、海藻が繁茂しない 5m 以深の水深帯に発生・生息する未利用のキ

タムラサキウニを、餌料の豊富な別の場所へ移植する取り組みについては、

移植密度の不適により身入りが進まなかったことから、水産指導所の指導

を受けながら適正な移植密度管理に努めながら、本取り組みを継続し漁業

資源として有効利用を図る。(継続) 

 

○ いかなご漁業者 35 経営体と島牧漁協は、現在佃煮・煮干しの原料となっ

ているイカナゴについて、操業時にクーラーボックスと保冷剤を携帯し水

揚げ直後から鮮度保持を行うことにより、一部生食向け販売を検討する。(新

規) 

 

○ 第１期浜プランの取り組みにより、タコ漁業 39 経営体と島牧漁協は、操

業から荷受け・畜養・搬出に至る過程での統一ルールを定め、必要な施設

整備に取り組みつつ漁獲物の全量活出荷による魚価の向上を目指してきた

が、大漁時や荒天時においては、全量活出荷に至っていないため、統一ル

ールの見直しを行いながら、全量活出荷に向け本取り組みを継続する。(継

続) 

 

○ 全経営体、島牧漁協、島牧村は島牧商工会と連携し、札幌市で開催され

るオータムフェスタに参加し、消費地ニーズの把握に努めつつ、販売戦略



を定め新たな販路拡大に取組む。(継続) 

 

○ 全経営体、島牧漁協、島牧村は、地域の中学校が実施する職場体験学習

に協力して、漁業体験希望者を積極的に受け入れ、地域水産業への理解を

深めてもらう取り組みを行うことで、次世代の漁業の担い手づくりを図る。

(継続) 

  また島牧村は、第１期浜プランの取り組みにより漁業後継者及び新規就

業者への支援を目的に「島牧村新規就業者等支援条例」を制定し、資格取

得・漁船取得・住宅取得等に対する助成を行ってきた(継続)ことに加え、新

たに「島牧村地域産業活性化支援補助金交付条例」を制定し、漁業経営体

の生産性の向上を図る取り組みに対し支援する。(新規) 

 

これらの取り組みにより、基準年に対し 0.6％の収入向上を目指す。 

漁業コスト削減

のための取組 

○ 第１期浜プランで全経営体が取り組んだ、1 ノット以上の減速航行をする

ことに加え、不要な漁具等を漁船に積載せずに漁船の負荷軽減を図り、燃

油消費量の低減の取り組みは、全体的なコスト削減に即効性のある取り組

みであることから、本取り組みを継続する。(継続) 

  また、いかなご漁業 35 経営体は、更なる燃油消費量の削減を図る取組と

して、これまで各船で行っていた魚群探査作業を船団毎に持ち回りで行い

魚群情報の共有化を行い、燃油消費量の削減に取り組む。(新規) 

 

○ 全漁業者は、機関換装や漁船建造の際には省エネ機器を積極的に導入す

ることにより、燃油の節減に取り組む。(継続) 

 

○ えびかご漁業４経営体は、かご漁業に使用する餌料費を削減することを

目的に、近年高価格となっている、スケソウタラ・ホッケ・ニシン等の使

用を減らし、安価なサケ・サクラマス(採卵後魚体)の利用に向け検討する。

(新規) 

 

○ 島牧漁協、定置漁業８経営体、刺網漁業 27 経営体、タコ漁業 39 経営体

は、第１期浜プランで実施したトド等の海獣の駆除や追い払いの強化、沿

岸の水域監視によるトド等海生ほ乳類の出現動向の行動監視活動を行うこ

とで、海洋生物の保全と漁獲ロスの低減、漁具・漁網被害の低減の取り組

みを継続することにより、海獣による被害の増加を抑制する。(継続) 

 

○ 関係する経営体及び漁協は第１期浜プランで実施した、漁港の航路等の



土砂堆積による漁業作業の非効率化や波浪により航路及び港内の静穏性が

十分に保たれないための出港機会の見合わせ及び漁船の損傷等の発生を抑

制するため、防波堤の整備や港内・航路の浚渫を北海道へ要望するととも

に、経営体自らも潮位変化に影響されない効率的な操業体制を組むことで、

燃油の消費を抑え経費の節減に努める取り組みを継続する。(継続) 

 

これらの取り組みにより、基準年に対し 0.1％のコスト削減を目指す。 

 

活用する支援措

置等 

・島牧村産業振興対策事業(村) 

・島牧村後継者育成助成金(村) 

・島牧村地域産業活性化支援補助金(村) 

・漁業経営セーフティネット構築事業(国) 

・有害生物漁業被害防止総合対策事業(国) 

・水産多面的機能発揮対策事業(国) 

・水産業競争力強化緊急事業(国) 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業(国) 

・水産基盤整備事業(国) 

 

 

 ３年目（平成 33 年度）  所得 7.1％向上 

漁業収入向上の

ための取組 

○ 刺網漁業 27 経営体、定置漁業 8 経営体、島牧漁協は第１期浜プランの取

り組みにより、北海道に対して周辺海域への魚礁等の整備促進を要請する

とともに、北海道栽培漁業振興公社、後志南部地域ニシン資源対策協議会、

日本海さけます増殖事業協会と連携して、ヒラメ・ニシン・マゾイ・サケ・

サクラマスの稚魚放流を行ってきたが、今後さらに放流効果を高めるため

本取り組みを継続する。(継続) 

  中でも、サクラマスについては、これまで池産系の産卵親魚(陸上飼育で

育てた親魚)から確保した稚魚を用いての放流から、遡上系親魚(海で回遊の

後、河川を遡上してきた親魚)から稚魚・幼魚を生産・放流し、回帰率の向

上を図ってきたが、親魚捕獲数の不振から計画放流尾数に達してしないこ

とから、今後は放流数の増大を図る。(拡充) 

  また、天然魚の自然再生産を促すため、関係する全経営体と漁協は、河

川管理者に対して魚道の改良等について要請した結果、一部河川でのダム

のスリット化等は実施されてきたが、まだ多くの河川工作物について改良

が必要であることから、引き続き要請を行うとともに、自らも魚道の見回

りや清掃、河畔への植樹等に取り組む。(継続) 



 

○ さらに島牧漁協は、買受業者を通じた消費地側からの鮮度保持、品質向

上への要望を踏まえて、ヒラメを対象に活〆や神経〆の取組を進めるべく

関係する経営体(漁業者)を対象とした活〆等講習会を開催し技術普及に努

める他、関係する経営体においても品質管理の向上を図るため、低温保管

施設を活用し水揚後出荷までの低温管理(10℃以下)を徹底するなど、高鮮度

での保持対策に取り組んできたが、活〆作業に手が回らない経営体や品質

にムラがあるなどの課題あることから、本取り組みを継続する(継続)ととも

に、現在、未利用となっている(カナガシラ・ゴマモンケ)を地元加工業者と

連携して加工原料としての利用を検討する。(新規) 

 

○ えびかご漁業４経営体は、第１期浜プランの取り組みにより、エビの色

合いなどに配慮した鮮度保持・品質向上に努めるべく、自ら出荷方法の統

一ルール(船上での搬送には海水冷却装置を活用して、海水を△1℃前後とし

て温度管理を厳格に行う)を定め、これを実践してきたとこであるが、今後

消費地側へのＰＲ等を強化し更なる信頼性向上に努める。(継続) 

 

○ 浅海漁業 68 経営体と島牧漁協は、第１期浜プランで取得したナマコ浮遊

幼生の採苗と人工種苗生産技術を活用し、島牧村が所有する種苗生産施設

を利用し、区内においてナマコ人工種苗を生産・放流することにより、放

流数の増加及び漁獲の増大を図る。(拡充) 

  また、第１期浜プランの取り組みにより、傷ナマコを一度海中に放流し

健全な状態で再度漁獲することで適正な資源利用と出荷時の品質向上の取

り組みを継続する。(継続) 

  さらに、海藻が繁茂しない 5m 以深の水深帯に発生・生息する未利用のキ

タムラサキウニを、餌料の豊富な別の場所へ移植する取り組みについては、

移植密度の不適により身入りが進まなかったことから、水産指導所の指導

を受けながら適正な移植密度管理に努めながら、本取り組みを継続し漁業

資源として有効利用を図る。(継続) 

 

○ いかなご漁業者 35 経営体と島牧漁協は、現在佃煮・煮干しの原料となっ

ているイカナゴについて、操業時にクーラーボックスと保冷剤を携帯し水

揚げ直後から鮮度保持を行うことにより、一部生食向け販売を行う。(新規) 

 

○ 第１期浜プランの取り組みにより、タコ漁業 39 経営体と島牧漁協は、操

業から荷受け・畜養・搬出に至る過程での統一ルールを定め、必要な施設



整備に取り組みつつ漁獲物の全量活出荷による魚価の向上を目指してきた

が、大漁時や荒天時においては、全量活出荷に至っていないため、統一ル

ールの見直しを行いながら、全量活出荷に向け本取り組みを継続する。(継

続) 

 

○ 全経営体、島牧漁協、島牧村は島牧商工会と連携し、札幌市で開催され

るオータムフェスタに参加し、消費地ニーズの把握に努めつつ、販売戦略

を定め新たな販路拡大に取組む。(継続) 

 

○ 全経営体、島牧漁協、島牧村は、地域の中学校が実施する職場体験学習

に協力して、漁業体験希望者を積極的に受け入れ、地域水産業への理解を

深めてもらう取り組みを行うことで、次世代の漁業の担い手づくりを図る。

(継続) 

  また島牧村は、第１期浜プランの取り組みにより漁業後継者及び新規就

業者への支援を目的に「島牧村新規就業者等支援条例」を制定し、資格取

得・漁船取得・住宅取得等に対する助成を行ってきた(継続)ことに加え、新

たに「島牧村地域産業活性化支援補助金交付条例」を制定し、漁業経営体

の生産性の向上を図る取り組みに対し支援する。(新規) 

 

これらの取り組みにより、基準年に対し 0.9％の収入向上を目指す。 

 

漁業コスト削減

のための取組 

○ 第１期浜プランで全経営体が取り組んだ、1 ノット以上の減速航行をする

ことに加え、不要な漁具等を漁船に積載せずに漁船の負荷軽減を図り、燃

油消費量の低減の取り組みは、全体的なコスト削減に即効性のある取り組

みであることから、本取り組みを継続する。(継続) 

  また、いかなご漁業 35 経営体は、更なる燃油消費量の削減を図る取組と

して、これまで各船で行っていた魚群探査作業を船団毎に持ち回りで行い

魚群情報の共有化を行い、燃油消費量の削減に取り組む。(新規) 

 

○ 全漁業者は、機関換装や漁船建造の際には省エネ機器を積極的に導入す

ることにより、燃油の節減に取り組む。(継続) 

 

○ えびかご漁業４経営体は、かご漁業に使用する餌料費を削減することを

目的に、近年高価格となっている、スケソウタラ・ホッケ・ニシン等の使

用を減らし、安価なサケ・サクラマス(採卵後魚体)の利用に向け検討する。

(新規) 



 

○ 島牧漁協、定置漁業８経営体、刺網漁業 27 経営体、タコ漁業 39 経営体

は、第１期浜プランで実施したトド等の海獣の駆除や追い払いの強化、沿

岸の水域監視によるトド等海生ほ乳類の出現動向の行動監視活動を行うこ

とで、海洋生物の保全と漁獲ロスの低減、漁具・漁網被害の低減の取り組

みを継続することにより、海獣による被害の増加を抑制する。(継続) 

 

○ 関係する経営体及び漁協は第１期浜プランで実施した、漁港の航路等の

土砂堆積による漁業作業の非効率化や波浪により航路及び港内の静穏性が

十分に保たれないための出港機会の見合わせ及び漁船の損傷等の発生を抑

制するため、防波堤の整備や港内・航路の浚渫を北海道へ要望するととも

に、経営体自らも潮位変化に影響されない効率的な操業体制を組むことで、

燃油の消費を抑え経費の節減に努める取り組みを継続する。(継続) 

 

これらの取り組みにより、基準年に対し 0.2％のコスト削減を目指す。 

 

活用する支援措

置等 

・島牧村産業振興対策事業(村) 

・島牧村後継者育成助成金(村) 

・島牧村地域産業活性化支援補助金(村) 

・漁業経営セーフティネット構築事業(国) 

・有害生物漁業被害防止総合対策事業(国) 

・水産多面的機能発揮対策事業(国) 

・水産業競争力強化緊急事業(国) 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業(国) 

・水産基盤整備事業(国) 

 

 

 ４年目（平成 34 年度）  所得 10.3％向上 

漁業収入向上の

ための取組 

○ 刺網漁業 27 経営体、定置漁業 8 経営体、島牧漁協は第１期浜プランの取

り組みにより、北海道に対して周辺海域への魚礁等の整備促進を要請する

とともに、北海道栽培漁業振興公社、後志南部地域ニシン資源対策協議会、

日本海さけます増殖事業協会と連携して、ヒラメ・ニシン・マゾイ・サケ・

サクラマスの稚魚放流を行ってきたが、今後さらに放流効果を高めるため

本取り組みを継続する。(継続) 

  中でも、サクラマスについては、これまで池産系の産卵親魚(陸上飼育で

育てた親魚)から確保した稚魚を用いての放流から、遡上系親魚(海で回遊の



後、河川を遡上してきた親魚)から稚魚・幼魚を生産・放流し、回帰率の向

上を図ってきたが、親魚捕獲数の不振から計画放流尾数に達してしないこ

とから、今後は放流数の増大を図る。(拡充) 

  また、天然魚の自然再生産を促すため、関係する全経営体と漁協は、河

川管理者に対して魚道の改良等について要請した結果、一部河川でのダム

のスリット化等は実施されてきたが、まだ多くの河川工作物について改良

が必要であることから、引き続き要請を行うとともに、自らも魚道の見回

りや清掃、河畔への植樹等に取り組む。(継続) 

 

○ さらに島牧漁協は、買受業者を通じた消費地側からの鮮度保持、品質向

上への要望を踏まえて、ヒラメを対象に活〆や神経〆の取組を進めるべく

関係する経営体(漁業者)を対象とした活〆等講習会を開催し技術普及に努

める他、関係する経営体においても品質管理の向上を図るため、低温保管

施設を活用し水揚後出荷までの低温管理(10℃以下)を徹底するなど、高鮮度

での保持対策に取り組んできたが、活〆作業に手が回らない経営体や品質

にムラがあるなどの課題あることから、本取り組みを継続する(継続)ととも

に、現在、未利用となっている(カナガシラ・ゴマモンケ)を地元加工業者と

連携して加工原料としての利用に取り組む。(新規) 

 

○ えびかご漁業４経営体は、第１期浜プランの取り組みにより、エビの色

合いなどに配慮した鮮度保持・品質向上に努めるべく、自ら出荷方法の統

一ルール(船上での搬送には海水冷却装置を活用して、海水を△1℃前後とし

て温度管理を厳格に行う)を定め、これを実践してきたとこであるが、今後

消費地側へのＰＲ等を強化し更なる信頼性向上に努める。(継続) 

 

○ 浅海漁業 68 経営体と島牧漁協は、第１期浜プランで取得したナマコ浮遊

幼生の採苗と人工種苗生産技術を活用し、島牧村が所有する種苗生産施設

を利用し、地区内においてナマコ人工種苗を生産・放流することにより、

放流数の増加及び漁獲の増大を図る。(拡充) 

 また、第１期浜プランの取り組みにより、傷ナマコを一度海中に放流し健

全な状態で再度漁獲することで適正な資源利用と出荷時の品質向上の取り

組みを継続する。(継続) 

さらに、海藻が繁茂しない 5m 以深の水深帯に発生・生息する未利用の

キタムラサキウニを、餌料の豊富な別の場所へ移植する取り組みについて

は、移植密度の不適により身入りが進まなかったことから、水産指導所の

指導を受けながら適正な移植密度管理に努めながら、本取り組みを継続し



漁業資源として有効利用を図る。(継続) 

 

○ いかなご漁業者 35 経営体と島牧漁協は、現在佃煮・煮干しの原料となっ

ているイカナゴについて、操業時にクーラーボックスと保冷剤を携帯し水

揚げ直後から鮮度保持を行うことにより、一部生食向け販売を行う。(新規) 

 

○ 第１期浜プランの取り組みにより、タコ漁業 39 経営体と島牧漁協は、操

業から荷受け・畜養・搬出に至る過程での統一ルールを定め、必要な施設

整備に取り組みつつ漁獲物の全量活出荷による魚価の向上を目指してきた

が、大漁時や荒天時においては、全量活出荷に至っていないため、統一ル

ールの見直しを行いながら、全量活出荷に向け本取り組みを継続する。(継

続) 

 

○ 全経営体、島牧漁協、島牧村は島牧商工会と連携し、札幌市で開催され

るオータムフェスタに参加し、消費地ニーズの把握に努めつつ、販売戦略

を定め新たな販路拡大に取組む。(継続) 

 

○ 全経営体、島牧漁協、島牧村は、地域の中学校が実施する職場体験学習

に協力して、漁業体験希望者を積極的に受け入れ、地域水産業への理解を

深めてもらう取り組みを行うことで、次世代の漁業の担い手づくりを図る。

(継続) 

また島牧村は、第１期浜プランの取り組みにより漁業後継者及び新規就

業者への支援を目的に「島牧村新規就業者等支援条例」を制定し、資格取

得・漁船取得・住宅取得等に対する助成を行ってきた(継続)ことに加え、新

たに「島牧村地域産業活性化支援補助金交付条例」を制定し、漁業経営体

の生産性の向上を図る取り組みに対し支援する。(新規) 

 

これらの取り組みにより、基準年に対し 1.3％の収入向上を目指す。 

 

漁業コスト削減

のための取組 

○ 第１期浜プランで全経営体が取り組んだ、1 ノット以上の減速航行をする

ことに加え、不要な漁具等を漁船に積載せずに漁船の負荷軽減を図り、燃

油消費量の低減の取り組みは、全体的なコスト削減に即効性のある取り組

みであることから、本取り組みを継続する。(継続) 

また、いかなご漁業 35 経営体は、更なる燃油消費量の削減を図る取組と

して、これまで各船で行っていた魚群探査作業を船団毎に持ち回りで行い

魚群情報の共有化を行い、燃油消費量の削減に取り組む。(新規) 



 

○ 全漁業者は、機関換装や漁船建造の際には省エネ機器を積極的に導入す

ることにより、燃油の節減に取り組む。(継続) 

 

○ えびかご漁業４経営体は、かご漁業に使用する餌料費を削減することを

目的に、近年高価格となっている、スケソウタラ・ホッケ・ニシン等の使

用を減らし、安価なサケ・サクラマス(採卵後魚体)の利用に向け検討する。

(新規) 

 

○ 島牧漁協、定置漁業８経営体、刺網漁業 27 経営体、タコ漁業 39 経営体

は、第１期浜プランで実施したトド等の海獣の駆除や追い払いの強化、沿

岸の水域監視によるトド等海生ほ乳類の出現動向の行動監視活動を行うこ

とで、海洋生物の保全と漁獲ロスの低減、漁具・漁網被害の低減の取り組

みを継続することにより、海獣による被害の増加を抑制する。(継続) 

 

○ 関係する経営体及び漁協は第１期浜プランで実施した、漁港の航路等の

土砂堆積による漁業作業の非効率化や波浪により航路及び港内の静穏性が

十分に保たれないための出港機会の見合わせ及び漁船の損傷等の発生を抑

制するため、防波堤の整備や港内・航路の浚渫を北海道へ要望するととも

に、経営体自らも潮位変化に影響されない効率的な操業体制を組むことで、

燃油の消費を抑え経費の節減に努める取り組みを継続する。(継続) 

 

これらの取り組みにより、基準年に対し 0.3％のコスト削減を目指す。 

活用する支援措

置等 

・島牧村産業振興対策事業(村) 

・島牧村後継者育成助成金(村) 

・島牧村地域産業活性化支援補助金(村) 

・漁業経営セーフティネット構築事業(国) 

・有害生物漁業被害防止総合対策事業(国) 

・水産多面的機能発揮対策事業(国) 

・水産業競争力強化緊急事業(国) 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業(国) 

・水産基盤整備事業(国) 

 



 ５年目（平成 35 年度）  所得 13.6％向上 

漁業収入向上の

ための取組 

○ 刺網漁業 27 経営体、定置漁業 8 経営体、島牧漁協は第１期浜プランの取

り組みにより、北海道に対して周辺海域への魚礁等の整備促進を要請する

とともに、北海道栽培漁業振興公社、後志南部地域ニシン資源対策協議会、

日本海さけます増殖事業協会と連携して、ヒラメ・ニシン・マゾイ・サケ・

サクラマスの稚魚放流を行ってきたが、今後さらに放流効果を高めるため

本取り組みを継続する。(継続) 

中でも、サクラマスについては、これまで池産系の産卵親魚(陸上飼育で

育てた親魚)から確保した稚魚を用いての放流から、遡上系親魚(海で回遊の

後、河川を遡上してきた親魚)から稚魚・幼魚を生産・放流し、回帰率の向

上を図ってきたが、親魚捕獲数の不振から計画放流尾数に達してしないこ

とから、今後は放流数の増大を図る。(拡充) 

また、天然魚の自然再生産を促すため、関係する全経営体と漁協は、河

川管理者に対して魚道の改良等について要請した結果、一部河川でのダム

のスリット化等は実施されてきたが、まだ多くの河川工作物について改良

が必要であることから、引き続き要請を行うとともに、自らも魚道の見回

りや清掃、河畔への植樹等に取り組む。(継続) 

 

○ さらに島牧漁協は、買受業者を通じた消費地側からの鮮度保持、品質向

上への要望を踏まえて、ヒラメを対象に活〆や神経〆の取組を進めるべく

関係する経営体(漁業者)を対象とした活〆等講習会を開催し技術普及に努

める他、関係する経営体においても品質管理の向上を図るため、低温保管

施設を活用し水揚後出荷までの低温管理(10℃以下)を徹底するなど、高鮮度

での保持対策に取り組んできたが、活〆作業に手が回らない経営体や品質

にムラがあるなどの課題あることから、本取り組みを継続する(継続)ととも

に、現在、未利用となっている(カナガシラ・ゴマモンケ)を地元加工業者と

連携して加工原料としての利用に取り組む。(新規) 

 

○ えびかご漁業４経営体は、第１期浜プランの取り組みにより、エビの色

合いなどに配慮した鮮度保持・品質向上に努めるべく、自ら出荷方法の統

一ルール(船上での搬送には海水冷却装置を活用して、海水を△1℃前後とし

て温度管理を厳格に行う)を定め、これを実践してきたとこであるが、今後

消費地側へのＰＲ等を強化し更なる信頼性向上に努める。(継続) 

 

○ 浅海漁業 68 経営体と島牧漁協は、第１期浜プランで取得したナマコ浮遊

幼生の採苗と人工種苗生産技術を活用し、島牧村が所有する種苗生産施設



を利用し、地区内においてナマコ人工種苗を生産・放流することにより、

放流数の増加及び漁獲の増大を図る。(拡充) 

  また、第１期浜プランの取り組みにより、傷ナマコを一度海中に放流し

健全な状態で再度漁獲することで適正な資源利用と出荷時の品質向上の取

り組みを継続する。(継続) 

  さらに、海藻が繁茂しない 5m 以深の水深帯に発生・生息する未利用のキ

タムラサキウニを、餌料の豊富な別の場所へ移植する取り組みについては、

移植密度の不適により身入りが進まなかったことから、水産指導所の指導

を受けながら適正な移植密度管理に努めながら、本取り組みを継続し漁業

資源として有効利用を図る。(継続) 

 

○ いかなご漁業者 35 経営体と島牧漁協は、現在佃煮・煮干しの原料となっ

ているイカナゴについて、操業時にクーラーボックスと保冷剤を携帯し水

揚げ直後から鮮度保持を行うことにより、一部生食向け販売を行う。(新規) 

 

○ 第１期浜プランの取り組みにより、タコ漁業 39 経営体と島牧漁協は、操

業から荷受け・畜養・搬出に至る過程での統一ルールを定め、必要な施設

整備に取り組みつつ漁獲物の全量活出荷による魚価の向上を目指してきた

が、大漁時や荒天時においては、全量活出荷に至っていないため、統一ル

ールの見直しを行いながら、全量活出荷に向け本取り組みを継続する。(継

続) 

 

○ 全経営体、島牧漁協、島牧村は島牧商工会と連携し、札幌市で開催され

るオータムフェスタに参加し、消費地ニーズの把握に努めつつ、販売戦略

を定め新たな販路拡大に取組む。(継続) 

 

○ 全経営体、島牧漁協、島牧村は、地域の中学校が実施する職場体験学習

に協力して、漁業体験希望者を積極的に受け入れ、地域水産業への理解を

深めてもらう取り組みを行うことで、次世代の漁業の担い手づくりを図る。

(継続) 

  また島牧村は、第１期浜プランの取り組みにより漁業後継者及び新規就

業者への支援を目的に「島牧村新規就業者等支援条例」を制定し、資格取

得・漁船取得・住宅取得等に対する助成を行ってきた(継続)ことに加え、新

たに「島牧村地域産業活性化支援補助金交付条例」を制定し、漁業経営体

の生産性の向上を図る取り組みに対し支援する。(新規) 

 



これらの取り組みにより、基準年に対し 1.6％の収入向上を目指す。 

漁業コスト削減

のための取組 

○ 第１期浜プランで全経営体が取り組んだ、1 ノット以上の減速航行をする

ことに加え、不要な漁具等を漁船に積載せずに漁船の負荷軽減を図り、燃

油消費量の低減の取り組みは、全体的なコスト削減に即効性のある取り組

みであることから、本取り組みを継続する。(継続) 

また、いかなご漁業 35 経営体は、更なる燃油消費量の削減を図る取組と

して、これまで各船で行っていた魚群探査作業を船団毎に持ち回りで行い

魚群情報の共有化を行い、燃油消費量の削減に取り組む。(新規) 

 

○ 全漁業者は、機関換装や漁船建造の際には省エネ機器を積極的に導入す

ることにより、燃油の節減に取り組む。(継続) 

 

○ えびかご漁業４経営体は、かご漁業に使用する餌料費を削減することを

目的に、近年高価格となっている、スケソウタラ・ホッケ・ニシン等の使

用を減らし、安価なサケ・サクラマス(採卵後魚体)の利用に向け検討する。

(新規) 

 

○ 島牧漁協、定置漁業８経営体、刺網漁業 27 経営体、タコ漁業 39 経営体

は、第１期浜プランで実施したトド等の海獣の駆除や追い払いの強化、沿

岸の水域監視によるトド等海生ほ乳類の出現動向の行動監視活動を行うこ

とで、海洋生物の保全と漁獲ロスの低減、漁具・漁網被害の低減の取り組

みを継続することにより、海獣による被害の増加を抑制する。(継続) 

 

○ 関係する経営体及び漁協は第１期浜プランで実施した、漁港の航路等の

土砂堆積による漁業作業の非効率化や波浪により航路及び港内の静穏性が

十分に保たれないための出港機会の見合わせ及び漁船の損傷等の発生を抑

制するため、防波堤の整備や港内・航路の浚渫を北海道へ要望するととも

に、経営体自らも潮位変化に影響されない効率的な操業体制を組むことで、

燃油の消費を抑え経費の節減に努める取り組みを継続する。(継続) 

 

これらの取り組みにより、基準年に対し 0.4％のコスト削減を目指す。 

 

活用する支援措

置等 

・島牧村産業振興対策事業(村) 

・島牧村後継者育成助成金(村) 



・島牧村地域産業活性化支援補助金(村) 

・漁業経営セーフティネット構築事業(国) 

・有害生物漁業被害防止総合対策事業(国) 

・水産多面的機能発揮対策事業(国) 

・水産業競争力強化緊急事業(国) 

・水産業成長産業化沿岸地域創出事業(国) 

・水産基盤整備事業(国) 

 

（５）関係機関との連携 

 島牧村や後志振興局と連携しながら各種支援制度を活用し、随時、漁連・信漁連・共済組合、

水産指導所等関係機関のアドバイスを受けながらプランを実施していく。 

 

 

４ 目標 

（１）所得目標 

漁業所得の向上 10％以上 基準年 平成 25 年～29 年平均：漁業所得  

目標年 平成 35 年度：     漁業所得  

 

（２）上記の算出方法及びその妥当性 

  

 

 

 



（３）所得目標以外の成果目標 

サケ稚魚放流 

 

基準年 平成 29 年  ：    

目標年 平成 35 年  ：    

 マゾイ稚魚放流 基準年 平成 29 年  ：    

目標年 平成 35 年  ：    

 ナマコ人工種苗放流 基準年 平成 29 年  ：    

目標年 平成 35 年  ：     

 

（４）上記の算出方法及びその妥当性 

 

 

５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

島牧村産業振興対策

事業 

本事業を活用し、ナマコ種苗の生産・放流事業を実施することにより、

ナマコ資源の増大が図られることから、浜の活力再生プランの効果が高

められる。 

島牧村後継者育成助

成金 

本事業を活用し、漁業後継者や新規着業者に対する就業支援を行うこ

とにより、浜の活力再生プランの効果が高められる。 

島牧村地域産業活性

化支援補助金 

本事業を活用し、生産性向上を図る取組に支援を行うことにより、浜

の活力再生プランの効果が高められる。 

漁業経営セーフティ

ーネット構築事業 

本事業の活用により、燃油高騰の影響緩和が図られ、漁業経営の安定

に繋がることから、浜の活力再生プランの効果が高められる。 

有害生物漁業被害防

止総合対策事業 

本事業の活用により、有害生物による漁業被害の防止・軽減が図られ

ることから、浜の活力再生プランの効果が高められる。 

水産多面的機能発揮

対策事業 

本事業の活用により、水産業の再生・漁村の活性化が図られることか

ら、浜の活力再生プランの効果が高められる。 

水産業競争力強化緊

急事業 

水産業成長産業化沿

岸地域創出事業 

本事業の活用により、収益向上に必要となる漁船や船内機の導入が可

能ととなることから、浜の活力再生プランの効果が高められる。 



水産基盤整備事業 本事業の活用により、漁業生産活動の拠点となる漁港整備及び機能保

全並びに漁場の整備を推進することにより、流通機能の強化と水産物安

定生産の向上が図られることから、浜の活力再生プランの効果が高めら

れる。 

 


